
他社購入
電 源 費
（再エネ
特措法交
付金相当
額 を 除
く。）

他社購入
送 電 費
（電源線
に係る費
用 に 限
る。）

他社購入
送 電 費
（電源線
に係る費
用 を 除
く。）

非化石証
書購入費

建設分担
関連費振
替額（貸
方）

附帯事業
営業費用
分担関連
費振替額
（貸方）

開発費

開発費償
却

株式交付
費

株式交付
費償却

社債発行
費

社債発行
費償却

法人税等

電気事業
報酬

自社アン
シラリー
サービス
費

地帯間販
売電源料

地帯間販
売送電料
（電源線
に係る収
益 に 限
る。）

地帯間販
売送電料
（電源線
に係る収
益 を 除
く。）

他社販売
電源料

合 計

（記載注意）
様式第１の注１から３までと同様とすること。

様 式 第 七 を 次 の よ う に 改 め る 。

様式第７（第24条関係）
送配電関連費三需要種別計算表 （単位：千円）

需要種別
固定費 可変費 需要家費 合計

固有 追加 固有 追加 固有 追加 固有 追加

特別高圧需要 ＜ ＞

高圧需要 ＜ ＞

低圧需要 ＜ ＞

計 計 計 計

（ み な し 小 売 電 気 事 業 者 特 定 小 売 供 給 約 款 料 金 算 定 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 十 二 条 み な し 小 売 電 気 事 業 者 特 定 小 売 供 給 約 款 料 金 算 定 規 則 （ 平 成 二 十 八 年 経 済 産 業 省 令 第 二 十

三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲

げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に

対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 前 欄 に

こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報

（記載注意）
１ 固有の欄には第13条第２項で整理された固有固定費、固有可変費及び固有需要家費を、追加
の欄には第23条で整理された総追加固定費、総追加可変費及び総追加需要家費を記載すること。
２ 特別高圧需要、高圧需要及び低圧需要の＜ ＞内には、賠償負担金相当金、廃炉円滑化負担
金相当金として第15条第２項で整理された追加可変費を内数として記載すること。
３ その他は、様式第１の注２と同様とすること。




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